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 東日本大震災以降，港湾物流の分野でも港湾機能の継続のための計画（港湾BCP）策定の取り組みが進

んでいるが，それらの現下の港湾BCPは，災害時の緊急対応計画と被災した港湾施設の復旧計画を主な内

容とする．しかしながら，地域の生産活動や消費を支える一方で厳しい港間競争にさらされる現代の港湾

においては，単なる一刻も早い施設の復旧と輸送機能の回復にとどまらず，港湾利用者のニーズに的確に

応えうる効果的で効率的な物流機能継続マネジメントの視点が重要なものとなる． 
このようなことから本稿においては，企業が作成するBCPにおいて重視される顧客確保の観点に立った

BCP策定手法として，施設の被害リスク評価の手法と並び重視されるビジネス・インパクト分析の手法を

港湾BCPに導入するための手順と方法論について論じる． 
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1. はじめに 

 

2011年3月11月の東日本大震災は，北関東及び東北の

港湾，海運機能は一瞬にして麻痺させ，地域経済や市民

生活に大きな負のインパクトを与えた．被災地への緊急

支援物資等の輸送，地域の産業活動を支える物流の重要

性が再認識され，港湾物流の分野でも港湾機能継続のた

めの計画を策定する動きが急速に広まった． 

本研究では，まず，事業継続計画（Business continuity 

plan: BCP）に関する国際基準の考え方や港湾機能の継続

性についての近年の研究等を踏まえ，公共性の高い物流

インフラである港湾の事業継続計画（港湾BCP）策定の

意義について考察する． 

次に東日本大震災以降，日本の各港湾で検討が進んで

いる港湾BCP策定の現状と課題について述べるとともに，

これらを踏まえて，港湾BCP作成のためのビジネス・イ

ンパクト分析（BIA）に着目した分析手法について，筆

者らの考えを示す． 

また，大阪港夢洲地区コンテナターミナル（DICT）

及びチリ国イキケ港におけるBCP検討の事例に基づいて，

上記の分析手法の有効性と課題を明らかにする．   

 

 

2. 港湾BCPを巡る現状と課題 

 

(1) 港湾物流におけるBCP策定の重要性 

地震や津波等のハザードは人為的に不可避な自然現象

であるため，抜本的なリスク回避策となると，災害の無

い場所に人口や資産，中枢機能等を移転する，「エクス

ポージャーの回避」が最も効果的である． 

しかしながら，海運輸送と陸上交通網の結節点にあっ

て，コンテナやエネルギー資源等の輸送拠点として，ま

た，臨海部に立地した企業の生産活動を支えるロジステ

ィクス基地として機能する港湾は，船舶の入出や荷役を

行う都合上，地震の大きな揺れや津波のリスクが高い臨

海部から離れることは不可能である．このため，港湾に

おける地震，津波リスク対策は，専ら，防波堤の建設や

岸壁等物流施設の耐震強化，液状化対策の実施等のハー



 

 

ドの災害脆弱性低減策に依拠してきた． 

しかしながら東日本大震災の教訓から我々は，一旦大

地震や大津波が発生すれば港湾機能の大幅な低下を免れ

ることは困難であることを再認識し，港湾施設等の被災

による物流機能の低下を前提とした機能継続マネジメン

トに正面から向き合う必要性に迫られている． 

平成25年12月4日に国土強靱化基本法が成立し，その

第10条に基づき作成された国土強靱化計画及びアクショ

ンプログラムには，災害時でも機能不全に陥らない経済

社会システム確保策の一端として事業継続計画（BCP）

作成の重要性が盛り込まれている．港湾物流の分野にお

いても，国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾におけ

る港湾の事業継続計画（港湾BCP）策定割合を平成28年

度中に100％とすることが決定された． 

このようなことから，万一の大地震や大津波にあって

も，最小限度の物流機能を保持し，いち早い復旧を成し

とげるために，全国の重要港湾以上の港においてBCPの

作成が推進されている． 

 

(2) 港湾BCPに関するこれまでの研究と基本的な考え       

方 

 BCPは，その作成主体が災害に遭っても存続できるよ

うにあらかじめ災害に対する対応策を準備しておくため

の計画である． 

BCPの起源は1960年代のアメリカで企業活動が次第に

コンピューターに依存し始めた際に立てられた災害復旧

計画にある．企業ビジネスのコンピューター依存度が増

大するに従って，コンピューターシステムの停止が大き

な顧客損失を生じ，企業の存続を脅かす大きなリスクと

なるに至ってBCPが策定されるようになった． 

今日では，自然災害や事故災害等企業活動をとりまく

様々な経営リスクに対して，単なる復旧計画に留まらな

い，災害後の顧客離れを最小限度にとどめて企業の存続

を維持するためのビジネス上のツールとして，BCPはま

すます重要視され， 2012年には ISO（ International 

Organization for Standardization）が国際規格ISO 223011)を策

定し，第三者認証を行っている． 

港湾の分野では，1995年の阪神・淡路大震災が港湾機

能継続の重要性を考える転機となった．港湾施設が被災

し，国際コンテナ港湾としての機能停止が数か月間続い

た結果，世界の海運網における神戸港の地位はこれ以降

凋落の一途をたどった． 

このことは，震災が引き金となって，当時すでにコン

テナ港湾としての国際競争力を失いつつあった神戸港が

一気に港勢を衰退させたと受け止められ，これ以降，港

湾の国際競争力強化が国を挙げて政策となったが，一方

で，安部2)は，神戸港の荷主のビジネス再開時期に国際

コンテナ輸送機能の復旧が間に合わなかったため，荷主

の港湾利用ニーズと港湾サービスの供給にミスマッチが

生じた結果との見方を示し，神戸港における災害時の危

機管理上の問題であると指摘した． 

また，2002年に北米西岸港湾において労使協定をめぐ

る対立から発生した港湾ロックアウト（港湾封鎖）は，

港湾におけるコンテナ船の平均滞在時間が通常の5倍に

達し，一部の日系企業では北米工場の操業停止を回避す

るため部品の空輸を行うなど，大きな影響を与えた3)．

国土交通省が行った調査では，船舶輸送費・航空輸送費

の高騰，滞船料，東岸・メキシコへの迂回輸送による経

費の増大，一時保管のための倉庫料の発生などに加えて，

トラック事業者・鉄道事業者の収益減，事業者収入の減

少に伴う租税減少，船腹減少による一部生産調整，一部

食料品の腐敗などによる販売機会の損失等によるロック

アウト期間中における1日当り損害額は1.5億ドル（北米

西岸港湾経由の貿易額の約15%)と見積られた4)．この港

湾ロックアウトは，グローバルサプライチェーンにおけ

る港湾機能継続性の重要性を広く認識させた 

これらを背景として安部2)は，国際物流インフラであ

る港湾の事業継続マネジメントの方向性として，1)最低

限の機能確保，2)提供可能な港湾サービス水準に関する

情報開示，3)代替輸送の提供，の3点をあげた．特に2)の

情報開示を前提として荷主企業は自らの事業継続計画の

策定が可能となると指摘した． 

また，宮本・新井5)は，名古屋港を事例として，災害

時における国際港湾物流サービスの維持のためのBCPの

在り方について研究を行い，港湾物流サービスの需要と

供給のボトルネックを，港湾機能の復旧時間を指標とし

て抽出するとともに，その解消に向けた取り組みを港湾

ロジスティクス維持計画として提案した． 

安部2)，宮本・新井5)の研究は，日本の港湾物流におけ

る機能継続計画検討の基本的な方向性を示すものである

と位置づけられる．特に宮本・新井5)の港湾物流サービ

スの需給ギャップとボトルネックの考え方は，2012年3

月に東北地方整備局が発表した「東北地方における港湾

物流の業務継続計画策定の手引き」6)や2013年 6 月の

「東北における大規模災害発生時の港湾機能継続の基本

的な考え方」7)に大きな影響を与えた． 

これらの先行研究を踏まえて，現下の港湾BCPでは，

1)港湾施設の耐震強化等による物流機能の頑健性強化，

2)早期復旧体制の事前準備による早期機能回復，3)代替

港湾機能確保によるリダンダンシーの拡大の3つの対策

を組み合わせ，万一の災害時にあっても港湾利用者であ

る荷主，船社等を繋ぎ止めることが目標となる．（図-1

参照） 

上記の3つの対策を的確に講じることを通じて，災害 



 

 

 

図-1 港湾物流におけるBCPの概念 

 

による港湾物流機能の低下と回復のスピードが港湾利用

者が不便を受忍できる範囲に収まれば，港湾は災害前と

同様の港湾利用を回復することができる．港湾が再び海

運・港湾輸送市場に復帰し，地域経済及び社会の復興に

寄与することができて初めて，港湾がレジリエンシー

（災害に対する復元性）を有すると言える． 

一方で，港湾利用者の要請に対応できない場合は，当

該港湾の市場からの退場につながる．この差を分けるの

がBCPの作成等の事前準備の実施を通じたBCMS

（Business Contiuity Management System）の確立とそれに基

づいた事業継続マネジメントの実行であると言える． 

 

(3) 日本における港湾BCP策定の現状と課題 

 現在，東日本大震災の教訓を踏まえて，国土強靭化ア

クションプランの一環として，全国の重要港湾以上の

123港で港湾BCPの作成が進められている．東日本大震

災によって地域の生産活動や物流に多大な影響が生じた

東北地方の場合，2014年12月時点で，6港で策定済み，6

港で平成26年度内に策定予定，2015年度以降は2港とな

っている8)． 

東北地方では，国土交通省東北地方整備局が東北広域

港湾防災対策協議会を設立し，先述の「東北における大

規模災害発生時の港湾機能継続の基本的な考え方」を公

表，重要港湾以上の港格を持つ14港に港湾機能継続協議

会を設置して港湾BCP策定作業を推進してきた．上記は

その成果であると言えよう． 

現下の港湾BCP検討のもう一つの特徴は地域や湾域単

位での広域的な港湾BCPの策定である．例えば，南海ト

ラフの巨大地震・津波が発生すれば高知県の全域と徳島

県及び愛媛県の南部に大きな被害が発生することとなる

四国地方においては，近畿や中国，九州地方等の周辺地

域からの緊急支援物資海上輸送ルートの確保が喫緊の課

題となっている．このようなことから国の主導の下に，

大規模な地震・津波災害が発生した際の広域的な海上輸

送継続指針が作成された．指針では，東南海・南海地震

及び南海トラフの巨大地震の発生を念頭において，四国

の主要な港湾の被災想定，津波による海上流出物の推計，

航路泊地の速やかな啓開のあり方等が示されている9)．  

一方，我が国の国際貿易輸送の拠点である東京湾及び

伊勢湾，大阪湾においても，大規模な災害発生時の港湾

物流機能の継続性確保のための計画が検討され，直下型

地震（上町断層帯地震）及び海溝型地震に備えた大阪湾

諸港の機能継続のための活動指針（大阪湾BCP）が発表

されている10)． 

大阪湾BCPでは，上町断層帯地震及び南海トラフの巨

大地震を念頭に置いた大阪港及び神戸港等の物流施設の

被害想定を行うとともに，緊急支援物資の受け入れにつ

いて発災後3日，国際コンテナ輸送の再開については2ヶ

月（上町断層帯地震）を目標に掲げ，その目標を達成す

るための港湾施設の緊急復旧の手段や復旧にあたる組織

と連絡体制の明確化，役割分担や工程表の提示，課題の

検討内容等を記載した． 

大阪湾BCPでは，特に，災害時における湾内の港湾物

流機能の低下を最小限度にとどめることを重視し，緊急

支援物資の港湾における揚陸機能や国際コンテナ取扱機

能の継続性確保向けて，神戸港及び大阪港をはじめとす

る湾内諸港が相互にバックアップするための活動指針を

示している．  

例えば上町断層帯地震に対する国際コンテナ物流機能

上の対処方針として，発災直後は大阪港のコンテナ貨物

を神戸港経由で代替取扱いするとともに，大阪港夢洲地

区等の耐震岸壁を優先的に暫定復旧することによって大

阪港のコンテナ取扱機能の早期回復を図ることとした．

その際に重要となる耐震強化岸壁の変状等は有限要素法

によって求め，復旧工法と復旧に要する資材等の量，復

旧期間の推定をより厳密に行っている． 

また，大阪湾港湾機能継続推進協議会の下で，国，港

湾管理者，その他の海事・港湾関係者の協働体制の構築

を図り，これら関係者による対応訓練の実施を通じて，

BCPの有効性に関する検証と改善を図ってきた． 

上記の結果，大阪湾BCPでは，耐震強化岸壁を有する

夢洲コンテナターミナルに復旧資源を優先的に投入する

ことによって目標とした2か月後に国際コンテナ取扱機

能の再開が可能であるとされている． 

 

(4) 現下の港湾BCPの作成上の課題 

上述のように，現下の港湾BCPでは，主たる事業の場

である港湾が公共性の高い交通インフラであることから，

一刻も早い港湾施設の復旧と輸送サービスの再開を念頭

に置いた，いわばサービス供給側の視点に立った機能継

続計画の色合いが強い．しかしながら，機能復旧の速さ

が必ずしも港湾利用者である荷主や船社の顧客満足度に



 

 

直結するとは限らない．神戸港衰退の事例にみられるよ

うに，前述の安部2)，宮本・新井5)の研究において指摘さ

れた，港湾利用ニーズと港湾サービス供給のミスマッチ

が港湾ビジネス復興のボトルネックになる可能性がそこ

にある． 

一方，前述の国際規格ISO 223011)では，BCMSの運用

にあたって事業影響度評価（Business impact analysis: BIA）

及びリスク・アセスメント（Risk assessment: RA）を実施

することを求めている． 

BIAは，サービスの提供が中断した場合に，サービス

の再開を顧客がどの程度待つことが可能かといった顧客

の受忍の限度を評価する手法である．港湾BCPの検討時

に，上述の港湾利用ニーズと港湾サービス供給のミスマ

ッチを防ぐための手段として，顧客目線の分析を行う

BIAの実施は欠かせないと言える． 

BIAではまた，財，サービス等を提供する事業活動と

それらが依存する資源に注目して，万一，それらの資源

が被災して事業活動が中断した場合の事業活動全般に対

する影響を，リスクの大小にとらわれず評価し文書化す

る11)．港湾サービスの提供に必要な資源とは，基本的な

港湾施設である航路・泊地や岸壁，荷役機械に加えて，

情報通信システムや労働力，建物・オフィス，外部から

の電力，燃料供給と言った様々な財，労働力，情報等が

含まれる． 

前節で述べた大阪湾BCPでは，緊急支援物資の受け入

れを発災後3日目，国際コンテナ輸送の再開については2

ヶ月後を目標に掲げ，必要な港湾機能の復旧を行うこと

としているが，上町断層地震の様な大規模災害の直後に

あっても岸壁や荷役機械等のターミナル施設の復旧工事

に必要な要員，資機材等を的確に確保することができる

という確証を得るのには困難が伴う．また，コンテナタ

ーミナルの施設の復旧が目標期間内に完了できた場合で

あっても，船舶の入出港に必要なタグボートや水先案内

サービスなどの船舶航行支援，港湾労働者による荷役体

制，港湾入出港や税関・検疫・入管手続き体制，背後道

路網の啓開等の確保が欠かせない．  

 このように，BIAに基づいて港湾サービス提供に必要

な資源の使用可能性（availability）を確認しておくことも

有効な機能継続マネジメントの実施上不可欠である． 

上記のように，港湾におけるBCP検討上の目下の大きな

課題は，ISO 22301が求めるBIAの的確な実行にあると言

え，そのための適切な方法論の提供が実効性ある港湾

BCP作成上の喫緊の課題となっている． 

このようなことから本稿では，これまでの先行研究か

らの明示的な提示がなかった，BIAの手法を的確に港湾

BCPに導入するための手順と方法論について論じる． 

 

 

図-2 港湾におけるBCP検討の手順 

 

3. 港湾BCPの分析・検討の手順と手法 

 
 事業継続マネジメントの国際規格ISO 22301は，災害

時にあっても最低限の顧客満足度を維持し，またサービ

ス機能の的確な復旧によって顧客をつなぎ留め，経営に

破たんをきたさないための事前の分析と準備を目的とし

たBIA及びRAを実施し，その成果をBCPに記述しておく

よう求めている．このような国際標準を港湾に当てはめ

るために筆者らが提案する，港湾運営の特徴や港湾ユー

ザーを念頭においたBIA及びRAの実施に基づく港湾BCP

検討の手順を図-2に示す． 

大阪港夢洲コンテナターミナル（DICT）は，日本の

港湾の国際競争力強化を目指す国際コンテナ戦略港湾と

して大規模コンテナターミナルの一体経営を進めている

が，南海トラフの巨大地震等の地震・津波による経営リ

スクに強い危機感を持ち，筆者らの協力の下，図-2の手

順に従った分析を2014年度に実施した． 

また科学技術振興機構（JST）及び国際協力機構

（JICA）の地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ムであるSATREPSチリプロジェクトにおいては，津波

に強い地域社会づくりの一環としてチリ国港湾における

BCPの検討が進んでいる．筆者らは検討対象港湾のイキ

ケ港において，地元の港湾・海運関係官署や自治体，港

湾ターミナル運営会社，荷役業者等で構成されるBCP協

議会を設置し，バルパライソ大学の研究者とともにBIA

の実施を進めてきた． 

上記の2港でのケーススタディは，いずれも筆者らが

分析のガイドラインを与えるとともに，議論のための分

析原案の作成を担当し，それらに基づき現地のDICT等

担当者やBCP協議会メンバーがワークショップ形式で討

議を重ね取りまとめるという形で実施した． 

 



 

 

本章では，図-2に示した港湾BCP作成手法の具体の内

容についての筆者らの提案を述べるとともに，ケースス

タディの結果等についても報告する． 

 

(1) 港湾BCPの基本方針と港湾に対するの脅威の発見 

 BIA及びRAに先立ち，港湾における事業継続マネジメ

ントの基本方針を決定する．すなわち，港湾の歴史や地

理的特性，役割等を踏まえて，国，地域経済の物流基盤

並びに生活，防災基盤としての港湾機能の継続の必要性

と方向性を確認しておくことが重要である． 

次に，当該港湾が直面する脅威（ハザード）の特定と

評価を行う必要がある．現下の港湾BCPでは，作成の最

大の動機づけが東日本大震災であることから，もっぱら

地震，津波を想定脅威とするものとなっているが，日本

の港湾物流機能に対する現実の脅威は，これらにとどま

らず，自然現象だけでも高潮，強風，大雪，濃霧，火山

噴火といった様々な脅威が存在する． 

 図-3はDICTにおける議論に用いたリスクマッピング

の一例である．このように，地域が有する固有の災害リ

スクやその特性を，リスクマッピングの手法を用いて，

発生の確からしさ（発生確率）と影響大きさから評価し

ておくことが推奨される． 

(2) ビジネスインパクト分析 

港湾物流におけるビジネスインパクト（BIA）では，

先述のとおり，港湾物流サービスに必要な資源の発見と

それら資源の他の資源への依存性の発見，並びに災害に

よってそれら資源が失われた場合の港湾サービス停止期

間に対する荷主や船社等の許容度の評価を行う． 

内外のBCPコンサルタントが民間企業向けに数多くの

BIA用のガイドラインや作業シート，チェックシート等

を提供しているが，BIA及びRAを体系的に実施できる包

括的なシステムは多くはない（例えば昆12)，2009）． 

筆者らは既存のBCP検討作業シートを参照しつつ，港

湾BCPの作成時にBIA等の作業を平易に実施できるよう

作業シートシステムの検討を行った（図-4参照）． 

図-4の作業シートシステムでは，BIAの実施プロセス

を7ステップに分け，それぞれのステップの作業のため

に1～2の作業シートを用意することとしている．また，

定められた作業手順に従ってこれらの作業シートを順番

に作成することによって，容易にBIAの分析作業を進め

ることができるよう工夫した． 

a) 中核業務の決定 

BIAの実施にあたっては，まず当該港湾にとって最も

重要な機能である「中核業務」を決定する必要がある． 

そのため，港湾の主要な業務について，その業務が停止

した場合に生じる当該港湾の将来の発展性や競争力と言

った経営上の重要事項に対する負のインパクトを評価指

標とするスクリーニングを行うことが有効である．中核

業務決定のための作業シートを表-1に示す． 

中核業務は，将来にわたる港湾運営の根幹に係るもの

であることから，当該港湾の将来の発展性や競争力と言

った評価項目に基づいて評価し，トップマネジメントが

決定する必要がある．従って，原案作成者から現場の責

任者，関係者，更にはトップマネジメントが容易に情報

を共有し，意見を発信する共通インフラとして，作業シ

ートの果たす役割は重要なものとなる． 

中核業務のスクリーニング基準の決定に際しても，港

湾機能継続の意義，戦略的価値等を十分議論し，共有す 

 

 

図-3 大阪湾港湾の自然災害リスクマッピング 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 BIA実施の詳細手順と作業シートシステム 

 

表-1 港湾物流中核業務の抽出用作業シート 

 

視点 インパクト又は脅威
コンテナター
ミナル運営

多目的ターミ
ナル運営

旅客船ターミ
ナル運営

・・・・

将来発展性
港湾貨物量、旅客数、企業立地等
の将来の港勢の伸びに悪影響。

A B B ‐

国際競争力
近隣港湾や陸上輸送網との競争力
を喪失。

A B C ‐

市場シェア 近隣港湾との集荷競争力の喪失。 A B C ‐

顧客の信頼性 荷主、船社の信頼性の喪失。 A A C ‐

8 5 1 ‐

特定 非特定 非特定 ・・・・

スクリーニングの基準 対象業務の評価

総得点

BCPの中核業務としての特定/非特定

影響度: A=高い [2点], B=普通 [1点], C=低い [0点])



 

 

る作業を経ることが，平時からのマネジメント能力の向

上に繋がることとなる． 

b) 業務活動フローの分析と業務資源の抽出 

港湾物流が災害にあうということは，換言すると，港

湾の資源の一部が失われ，港湾における中核業務に支障

が生じることである．従って，スクリーニングに基づき

決定された港湾の中核業務が災害によってどのような影

響を被るかを知るためには，中核業務が必要とする資源

を明らかにすることが必要となる．  

筆者らは，中核業務の実施に必要な資源を洗い出すた

めに，小松ら13)の事例を参照しつつ，港湾における業務

の詳細なプロセスを把握することとした．小松ら13)は，

公共施設におけるBCPの作成にBIAを導入する先行事例

として，仕事カードとIDEF0の手法を用いた浄水場の業

務フロー分析の結果について報告している．   

IDEF0は，企業，組織の業務プロセスを機能 (アクテ

ィビティ) という観点から階層化して表記するモデリン

グ手法で，複雑な業務プロセスを単純な箱の図形（仕事

カード）と4種類の矢印で体系的に表す． 

筆者らが港湾の業務プロセス表現用に作成した仕事カ

ードを図-5に示す． 

港湾における船舶の入港や貨物取扱い作業の一単位毎

に1枚のカードを割り当てることとし，各カードの左側

に上流側からの業務の伝達を，カード内に業務処理の内

容を，カードの右側に処理結果を記す．また，カードの

下から業務処理に必要な資源を，上から業務処理に必要

な制御をインプットするイメージで個々の業務がその処

理上必要とする資源を記述する事とした． 

 DICTやイキケ港の中核業務であるコンテナターミナ

ルの運営業務は，図-6のブロックチャートに示すように，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)コンテナ船の入出港と荷役，2)コンテナの保管，輸入

手続き，荷受人から差し向けられたトラックへの引きわ

たし，3)荷送人が持ち込んだコンテナの受け取り，保管，

輸出手続き，の3つの流れに区分された．また，それぞ

れが5～6の業務活動から構成され，合計16の活動が抽出

された．例えばコンテナ船の入出港・荷役はIDEF0手法

を用いて図-7に示すとおり記述された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 港湾業務フロー分析用に修正した仕事カード 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 コンテナターミナル業務のブロックチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 コンテナ船入出港・荷役の業務フロー 

（事例： 船舶の入出港 ）

コンテナ
船の入港
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コンテナ
埠頭接岸
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接岸・荷役
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航路
水先案内, 
タグボート

入港許可
／入港届

航路航行

回頭泊地
岸壁
タグボート
綱取り

バース管理
システム

船舶到着

コンテナ
荷役

A４

岸壁

ガントリー・ク
レーン

ヤード・シャー
シ、ヤード荷役
機械、荷役作
業員、ターミナ
ルコントロール
システム

接岸許可

積み付け計画
検数・検量

離岸・出港

A５

航路、回頭泊地
岸壁、タグボート
綱取り

離岸許可
出港届

Sailing

錨泊指示

錨地指定



 

 

このような業務フロー図を作成することを通じて，中

核業務の実施に必要な資源が容易に抽出できる． 

すなわち，業務フロー図から得られる1)事業活動，2)

制御，3)処理のための資源等の情報は，いったん作業シ

ートに転記した後，制御の内容から制御機関を割り出し，

その制御機関が活動するために必要な資源を選び出すと

いう手順を踏むと，「制御のための資源」も容易に抽出

できる（表-2参照）． 

またこれらの資源は，災害リスク評価や事前対策の検

討上の便宜を考慮すると， i)外部供給，ii)人的資源，iii)

施設・設備，iv)情報通信，v)建物・オフィスの5区分に

分類しておくことが望ましい（表-3参照）． 

上記作業の結果，DICTのターミナル運営業務は61項

目の資源を，またイキケ港のコンテナふ頭の場合81項目

の資源を必要とすることが判明した（表-4参照）． 

これらの作業シートを媒介とする資源抽出作業は透明

性が高く，現場の専門家の関心を高める効果があるため，

さまざまな現場情報や意見が議論に供される等，関係者 

 

表-2  業務資源の抽出作業シート 

 

表-3 業務資源分類作業シート 

 

 表-4 DICTの業務資源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の議論への積極的な参加が促された． 

c) 業務資源の他資源への依存性の分析 

次に，これらの資源が機能するうえで必要とする他の

資源の発見手順について述べる．先述の昆は，これを

「リソース間の依存関係の特定」と呼んだ．ここでは，

「依存資源の発見」という表現を用いる（表-5参照）． 

例えば，税関職員が業務を行うためには，輸出入品を

電子申告で受け付けコンピュータ処理するためのSea-

NACCSと呼ばれるシステムが欠かせない．また，書類

検査では不十分な場合に実物検査を行う場合には，検査

場が必要となり，場合によってはコンテナ用の大型X線

検査装置が投入される．コンテナから荷物を一旦取り出

す際には荷役作業員とフォークリフトの支援を必要とす

る．このように，コンテナターミナルの運営に係わる業

務資源はそれ単独では機能できず，他の資源に依存する

場合が多い． 

上記のような業務資源の相互依存関係は1及び0を要素

とするマトリックス（資源依存関係マトリックス）とし

て表現できる．模擬的に作成した資源依存関係マトリッ

クスを表-6に示す． 

また個々の業務資源をxiと表し,xi が依存する資源の集

合を  (f：xi	 	→	 	 	 ) とすると，資源の依存関係のマトリ

ックスは下式 (1)及び(2)で表現できる．   


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
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
ij

ij
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Dx
X
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:1             (1) 
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111
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Nは業務資源の数で，0≦j≦N． 

   ここで，  に含まれる資源   は，    に含まれる資源xk

に依存することから，その依存関係も考慮した資源iの

依存資源の集合   を定義すると： 

            
iji DDD *  (3) 

他の資源への依存性が及ばなくなる条件は， 

     
ii DD *  (4) 

であるから，式(1)～(4)から成るアルゴリズムによって

業務資源のすべての依存関係を求めることができる. 

上記手順に基づいて表-6の資源の依存性を追跡した結

果を表-7に示す．表-7では，主航路 ⇐ 岸壁⇐クレーン⇐

クレーン操縦士，及びクレーン⇐電力供給，と言う依存 

関係は，主航路が機能するために電力供給，岸壁，クレ

ーン，クレーン操縦士の4資源の確保が必要であるとい 

制御に必要な資源 業務の処理のための資源
A
1
コンテ
ナ船の
入港

無線検疫、
入港届、危
険物取扱届
出…

検疫、入国管理
局、海上保安
部、税関、港湾
管理者

税関・検疫・入管職員、埠頭
管理事務所職員、海上保安部
職員、入出港管理Iシステム、
SeaNACCS、入国管理局庁舎、
埠頭管理事務所、電力…

主航路、タグボート、水先案
内人、ポートラジオ、電力、
通信、燃料油

A
2
錨泊 錨地指定 海上保安部 大阪海上保安監部職員、通信 検疫錨地、サービスボート、

通信、燃料油

A
3
コンテ
ナ船回
頭・接
岸

接壁許可 ターミナルオペ
レーター、港運
会社

ターミナルオペレーター職
員、バースコーディネー
ター、ターミナルオペレー
ションシステム 電力 通

回頭泊地、岸壁、港湾保安施
設、タグボート、綱取作業員
…

事業
活動

業務資源
制御 制御機関

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・オフィス

A
1
コンテナ
船の入港

電力、通信、
燃料油 …

税関・検疫職員
水先案内人…

主航路、
タグボート…

港湾入出港管理I
システム、
SeaNACCS…

入国管理局庁舎、
港湾合同庁舎…

A
2
錨泊 電力、燃料油 海上保安部職員 検疫錨地… 通信

A
3
コンテナ
船回頭・
接岸

電力、通信、
燃料油 …

綱取り作業員… 岸壁、回頭泊
地、タグボー
ト…

ターミナルオペ
レーションシステ
ム

ターミナルオペ
レーションセン
ター

A
4
船内荷役 電力、通信、

水道、ガス、
本船荷役担当、
ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝオペ

事業活動
業務資源（制御資源及び業務処理資源）

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・オフィス

業務資源

電力、通信、
水道、燃料
油、ガス

（５項目）

税関職員、検疫職
員、入管職員、埠
頭管理事務所職
員、海上保安部職
員、水先案内人、
綱取作業員、港湾
運送会社担当及び
作業員、ガント
リークレーンオペ
レーター、DICTオ
ペレーションセン
ター職員、トラク
ター運転手、トラ
ンステナーオペレ
－タ－、ゲートク
ラーク等

（１８項目）

主航路、検疫錨
地、回頭泊地、岸
壁、タグボート、
サービスボート、
エプロン、ガント
リークレーン、ト
レーラー・シャー
シー、トランステ
ナー、コンテナ蔵
置スロット、リー
ファーコンセン
ト、チェックイン
（アウト）ゲー
ト、臨港道路、税
関検査施設、検疫
検査施設、港湾保
安施設　等

（２４項目）

SeaNACCSシス
テム、港湾出
入管理システ
ム、ポートラ
ジオ、DICTオ
ペレーション
システム、港
湾保安管理シ
ステム

（５項目）

入国管理局庁舎、
港湾合同庁舎、埠
頭管理事務所、航
行安全情報セン
ター、船舶代理店
事務所、阪神国際
港湾大阪事業所、
DICTオペレーショ
ンセンター、
元請港運現場事務
所、マリンハウス

　（９項目）

iD iD

jx jDiD

*
iD



 

 

表-5 依存資源の発見作業シート 

 

 

表-6 資源依存関係マトリックス

 

 

表-7 資源の依存関係の追跡結果

   

う依存関係に帰結することがわかる． 

DICT及びイキケ港における検討では，それぞれ61及

び81業務資源が抽出されたため，それぞれ61×61及び

81×81の大きさの資源の依存関係マトリックスについて

式(4)のアルゴリズムを用い資源の依存性を分析した． 

d) 重要業務の目標復旧時間と復旧水準の決定 

BIAで決定するもう一つの重要なパラメーターとして 

最大機能停止時間 ( Maximum Tolerable Period of Downtime: 

MTPD ）があげられる． 

MTPDから算定される目標機能復旧時間 (Recovery Time 

Objective: RTO）及び目標機能復旧水準 (Recovery Level 

Objective: RLO）は，港湾物流サービスを再開するための

機能復旧の作業に，顧客の我慢の範囲内でどの程度の時

間を費やすことができるか，また，どの程度まで機能を 

復旧すれば当面の間の顧客の理解が得られるかと言う目

安を表す．RTOは，図-8に示すように，MTPDから発 

 

図-8 目標機能復旧時間の求め方 

災後の初動の遅れや機能復旧後からサービス再開までの

タイムラグを差し引いたものとなる． 

まず最初に重要業務のMTPDを決定する必要があるが，

これはさほど容易な作業ではない．港湾物流の場合，荷

主や船社に対して「万一の災害が発生した場合，どの程

度，港湾サービスの停止を容認してもらえるか？」と言

った質問を投げかけても，厳密な回答は期待し難い．顧

客側からすれば，港湾機能の復旧は当然早い方が良く，

復旧の水準も被災前のサービスが提供されれば物流面で

の一切のビジネスリスクを避けられる．顧客の要請はそ

の時々の輸送の緊急性にも依存することから，真摯な回

答者であれば「その時になってみなければ分からない」

と答えるであろう． 

一方で，港湾物流サービスを提供する側にとって

MTPD及びRTO，RLOは，被災した港湾機能の復旧計画

をたて実施するうえで大変重要なパラメーターである．

顧客である荷主や船社に求められるままの迅速性を持っ

て施設を復旧しようとすると莫大なコストをかけねばな

らないかもしれない．その場合，仮に復旧がかなって顧

客が戻ってきたとしても，復旧コストに見合う利益が上

げられない恐れがある．また，要員や資機材といった復

旧工事等のための資源の不足，その他の様々な制約条件

によって，掲げた復旧目標の達成が困難になると，港湾

の信頼性が失われ，中長期的には顧客を失うことになり

かねない． 

このようなことから，重要業務のMTPDを推定するに

あたっては，機能復旧に対する実需や顧客のビジネス上

の諸事情等の背景となる情報を可能な限り収集するとと

もに，ポートセールスやマーケティング担当者の経験と

感性を最大限に生かしつつ顧客の意向を探ることが重要

となる．その際の具体の情報収集手段として，顧客や内

部担当者に対するアンケート調査，インタビュー等が有

効な手立てとなる．赤倉ら14)は，アンケートに基づき東

日本大震災におけるコンテナ輸送需要の回復曲線を定量

化しており，参考とすることができる．また，多くの情

報に基づいて行うMTPDの検討プロセスを「見える化」

することは，トップマネジメントから現場担当者に至る

外部供給 人的資源 施設・設備 情報・通信 建物・オフィス

電力 受変電施設

通信 回線・交換機等

燃料油 バンカー給油施設

税関職員 電力、通信 税関検査場 SeaNACCS 港湾合同庁舎

検疫職員 電力、通信 検疫スペース 出入港管理システム 港湾合同庁舎

海保職員 電力、通信… 出入港管理システム 港湾合同庁舎

水先案内人 通信 サービス・ボート

主航路 埠頭管理事務所職員

回頭泊地 埠頭管理事務所職員

岸壁 埠頭管理事務所職員 ガントリークレーン

ガントリークレーン 電力、通信 クレーンオペレーター トラクター、シャーシー ターミナルオペレーションシステム

資源
依存資源

電
力
供
給

ク
レ
ー

ン

操
縦
士

主
航
路

岸
壁

ク
レ
ー

ン

電力供給 1 0 0 0 0

クレーン操縦士 0 1 0 0 0

主航路 0 0 1 1 0

岸壁 0 0 0 1 1

クレーン 1 1 0 0 1

電
力
供
給

ク
レ
ー

ン

操
縦
士

主
航
路

岸
壁

ク
レ
ー

ン

電力供給 1 0 0 0 0

クレーン操縦士 0 1 0 0 0

主航路 1 1 1 1 1

岸壁 1 1 0 1 1

クレーン 1 1 0 0 1



 

 

衆知を広く集めるための重要な手続きとなる．これらを

勘案して筆者らは，DICTやイキケ港での検討に際して

表-8のようなMTPD推定のための作業シートを提案した． 

上記の作業シートを用いて筆者らは，DICTの中核業

務であるコンテナターミナル運営について，1)発災時に

在港しているコンテナの滞留，2)近海・アジア航路の他

港移転，3)北米航路の他港移転，の3項目をMTPDの評価

基準とするMTPDの評価を行った． 

具体的には，まず筆者らが大阪湾諸港のBCPで設定さ

れたDICTの復旧目標やターミナル運営者の意見に基づ

き，コンテナ取扱機能がどの程度の期間失われると上記

3項目の影響が顕在化するかについて，L: 影響は無いか

限定的，M: 影響は回復可能な範囲内，H: 影響は大きく

長期化し回復困難，の3段階での評価を行い，M評価の

範囲を上限とするMTPDの値をDICT関係者とのワークシ

ョップに提示した． 

ワークショップには大阪港埠頭会社やDICTのトップ

マネジメント，現場の埠頭運営責任者等が参加し，提案

されたMTPDの値の妥当性を検討し，その範囲内での

RTOの値及びRLOの内容を決定した（表-9参照）． 

ワークショップでは，例えば「近海・アジア航路の他港

移転防止」を機能継続目標2とし，これについて上町断

層帯地震発生後2か月目でのコンテナターミナルの業務

再開が必要（MTPD=60日）であることから，BCP発動等

のリードタイムを考慮するとRTOは59日，RLOは近海

海・アジア航路の就航船型から「航路，泊地の水深

12m，ガントリークレーン1基/バースの確保等」と結論

づけた． 

 

(3) リスクの評価と対応戦略の検討 

a) リスクアセスメント 

リスクアセスメント（RA）は，事業の中断を引き起 

こすインシデントの発生の確からしさと資源に及ぶ被害 

 

表-8 MTPD検討のための作業シート  

 

 

 

 

 

 

表-9 DICT中核業務の目標復旧時間/復旧水準 

 

の程度を評価するものである． 

前出の図-2においてRAの対象となっているのは，中

核業務の実施に必要な資源（業務資源）と港湾における

貨物取扱需要の発生源である荷主の経済活動である．前

者について昆12)は，被害の想定と復旧に要する期間，復

旧可能な水準を予想復旧時間（PRT）及び予想復旧水準

（PRL）として算出することを提案している．後者は，

港湾BCPに固有のRAで，災害後の港湾利用需要の変化

を把握し，荷主の意向面からのMTPDの評価に反映しよ

うと言うものである． 

DICTにおけるRAでは，大阪湾BCPが想定する南海ト

ラフの巨大地震及び上町断層帯地震による地震・津波ハ

ザード，震度7～5弱，津波高さ5mを踏まえて，BIAで抽

出されたすべての業務資源について脆弱性評価を行った．

筆者らが評価しワークショップに提示した業務資源の

PRTを表-10に示す． 

機能継続目標1では，荷主の求めや施設復旧上の必要

性から発災時に在港したコンテナをターミナル外に排出

することを目的とするため，内航コンテナ船やトラック

へのコンテナ積み込み機能のみの回復が急がれ，ワーク

ショップの議論では，1週間以内の機能回復の達成はそ

れほど困難ではないと結論付けられた． 

しかしながら，機能継続目標2及び3では，税関，検疫

等の貿易，入出国手続き機関が機能し，外航コンテナ船

の入港を受け入れるための航路，泊地，岸壁，大型クレ

ーンの稼働が確保される必要があり，津波による 

漂流物や航路埋没の発生，コンテナガントリークレーン

等荷役機械の損壊等によってPRTが大幅に長くなる可能

性が生じると判断された．更にこれらの復旧期間の見積 

もりには常に大きな不確実性が伴うことから，標準のリ

スクシナリオに加えて，最悪時のシナリオも併せて設定

された．機能継続目標3について，業務資源別シナリオ

別のPRTを比較したものを図-9に示す． 

施設・設備に分類されるハード系の業務資源は，発災 

後に構造照査やマイナーな補修が伴うため他の資源に比 

 

表-10 DICTの業務資源の目標復旧時間/復旧水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3

発災時在港コンテナ
の滞留解消

近海・アジア航路
の他港移転防止

基幹航路
の寄港取りやめ防止

目標復旧時間
(RTO)

６日 ５９日 ８９日

目標復旧水準
(RLO)

内航コンテナ船やト
ラックによる発災時コ
ンテナの払い出し機能
の確保

近海・アジア向けコン
テナ航路の再開（水深
－１２ｍ、ガントリー
クレーン１基/バースの
確保　等)

基幹航路の寄港再開
（水深－１５ｍ、ガン
トリークレーン２基/
バース確保 等）

機能継続目標

１週間
以内

２週間
以内

１カ月
以内

２カ月
以内

３ヵ月
以内

６ヵ月
以内

１年
以内

MTPD
(日)

RTO
(日)

RLO

L～M H H H H H H 7 6
内航コンテナ船やトラックに
よる発災時コンテナの払い出
し機能の確保

L L L M H H H 60 59

近海・アジア向けコンテナ航
路の再開（水深－１２ｍ、ガ
ントリークレーン１基/バー
スの確保等)

L L L L M H H 90 89
基幹航路の寄港再開（水深ー
１５ｍ、ガントリークレーン
２基/バースの確保等）

機能停止の
インパクト

在港コンテナ
の滞留

近海・アジア
航路の他港移
転

基幹航路の寄
港取りやめ



 

 

 

図-9 PRTの業務資源別シナリオ別比較 

 

 

図-10 依存性を考慮した場合のPRT 

べるとPRTが大きくなっている．また，構造物や機器類

が損壊する最悪の被災シナリオを想定すると長期にわた

る復旧期間を要するリスクがある． 

またこれらの業務資源のPRTは，それぞれの資源の機

能を単独で復旧しようとする場合に要する時間であり，

他の資源の機能への依存性を勘案すると，当該資源が機

能を発揮するまでには更に時間を要する場合がある． 

前節で述べたBIAでは資源の依存関係を示すマトリッ

クスを作成した．DICTの業務資源に関してこれを用い

ると，図-9の業務資源のPRTは図-10のようになる． 

他の資源への依存性の波及の効果によって，PRTが大

幅に増加している資源が出現していることが分かる．特

に単独ではPRTが短かった人的資源が，施設・設備や情

報システム依存し，PRTが大きくなることが判明した． 

なお，港湾貨物の荷主に関するリスクアセスメントに

ついては，川村ら15)が，東日本大震災時の被災企業を対

象とするアンケートに基づき災害発生後の港湾貨物輸送

需要復旧曲線を提案しており，その情報は前節で述べた 

BIAにおけるMTPD評価に反映した． 

b) 事業継続戦略検討のための隘路資源 

PRT及びPRLは，機能復旧を阻む様々なリスクに対し 

図-11  業務資源のボトルネック率の分布 

 

て事前に講じるリスク対応オプション( ) の関数であ

ることから，港湾BCP作成の手順においては，式(5)を満

たすような を求め，その実施の方策を事業継続戦略と

してBCPに記述することとしている．	 	

	

(5) 

 

なお，ここで（A）は，港湾業務資源復旧のためのオ

プション全体の集合であり，例えば，岸壁の耐震化等の

災害に対する港湾施設の強靭化やバックアップ電源の設

置，港湾間における作業員，荷役機械等の相互融通など

のリダンダンシーの確保，貨物輸送の代替港湾・ルート

の確保等の事前対応方策が含まれる． 

ここで資源確保のボトルネック率( ) を 

  100
RTO

PRT
i  (6) 

で定義する．DICTのコンテナターミナルオペレーショ

ンについて求めた  の分布を図-11及び表-11に示す． 

表-11にまとめた通り，標準PRTでは目標1及び3におい

て13％，目標2では21％の業務資源がRTOを超え，荷主

や船社の要請に応える上での隘路となる危険性があるこ

とが判明したが，その程度は50％以内であり，特にレベ

ル2及び3については10％未満の軽微な値となった．一方， 

最悪のシナリオでは，26％～43％の資源の  が100％を

超え，300％を超える資源も発見された． 

これは，予想外の地震動によって耐震強化済の岸壁等

が大きく変形したり，免振クレーンが脱輪，倒壊する等

の極端な被災シナリオを想定した場合であって，現実に

はまず起こりえないと考えられるが，想定外の事態を避

けるためのクライシスマネジメントを考える上で有用な 

情報となるものと考えられる． 

これらの業務資源の隘路情報に基づき，事業継続戦略 

の検討を効果的に進めることが可能となる． 
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表-11 ボトルネック率に対応する資源数 

  

 

4. まとめ 

 

 本論文では，まず，港湾等の公共性が高い物流インフ

ラにおけるBCPの意義について検討し，港湾施設の耐震

強化等による物流機能の強靭性強化に加えて，適切な事

前準備による復旧の迅速化，代替港湾の確保による物流

容量の継続的確保の3点が重要であることを明らかにし

た． 

 また，昨今の港湾BCPの検討状況を概観し，港湾が公

共インフラであることから，一刻も早い港湾施設の復旧

と物流サービスの再開を目指す，サプライサイド型の機

能継続計画となっていることを指摘した． 

更に第3章では，効果的なBCP作成に向けて筆者らが

検討してきたBIA重視の分析手法について述べ，大阪港

夢洲コンテナターミナルにおける検討成果を中心に，そ

の適応結果を示した． 

上記の議論を通じて，南海トラフの巨大地震や首都直

下地震等の脅威にさらされている我が国の経済活動と国

民生活をより安全で安定的なものにしていくためには，

我が国の港湾物流の分野において，BIA等の手法を駆使

した効率的で効果的な事業継続計画の作成推進が求めら

れると結論付けられた． 

一方チリ国においては，2014年4月1日にイキケ市沖合

でマグニチュード8.3の地震が発生した．イキケ港の既

存ターミナルは大きな被害を受けたが，その際のイキケ

港関係者の初動時には，イキケ港BCP協議会のこれまで

の活動によって培われたネットワークを生かした綿密な

連絡調整が可能となったと報告されている16)． 

上記のことは，本研究で論じた作業シートシステムを

活用したプロセス参加型のBIAの検討が，我が国やチリ

といった災害の多い国々において，よりレジリエンシー

の高い社会の構築につながることを示唆する． 

このように，BIAの実施において重視される顧客重視

の立場と災害現場の現実と向き合う姿勢は，港湾BCPな

どの災害リスクマネジメントの充実を通じて国際物流の

安定性と信頼性を担保し，より向上させるものとして，

単に災害への備えにとどまらず，港湾の競争力を支える

ソフト・インフラとして，今後さらに重要なものとなっ

ていくと考えられよう． 

なお，図-2で示したように，港湾BCP検討のプロセス

は，BIAから導き出される目標機能回復時間・水準とリ

スク評価によって求められる復旧予想時間・水準が比較

され，両者を適合させるためのリスク対応計画の下で必

要な事前措置が講じられて初めて完結するものである．

港湾BCP作成のための効率的で効果的なリスク評価手法

の高度化についても今後更なる検討を進めていくことと

したい． 
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STUDY ON THE METHODOLOGY FOR PREPARING PORT LOGISTICS  
BUSINESS CONTINUITY PLAN 

 
Kenji ONO, Yoshikazu TAKINO, Masaharu SHINOHARA and Yasuhiro AKAKURA 

 
Resiliency of port operation is one of key elements, hence is essential for the modern port logistics 

business, and local and global economy. Developing business continuity plans (BCPs) for major port 
operation is, in this context, encouraged by the government in Japan in particular after the Great East 
Japan Earthquake. This study discusses and proposes a procedure and techniques, by focusing on the port 
logistics, for systematically preparing BCPs. Particular emphasis is placed on the practice to undertake 
business impact analysis for improving quality of port BCPs. Case studies undertaken by authors in 
Japanese and Chilean ports are also discussed for demonstrating effectiveness and efficiency of the 
proposed BCP preparation system. 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


	header41: 土木学会論文集D3 (土木計画学), Vol.71, No.5 (土木計画学研究・論文集第32巻), I_41-I_52, 2015.
	NextPage41: I_41
	NextPage42: I_42
	NextPage43: I_43
	NextPage44: I_44
	NextPage45: I_45
	NextPage46: I_46
	NextPage47: I_47
	NextPage48: I_48
	NextPage49: I_49
	NextPage50: I_50
	NextPage51: I_51
	NextPage52: I_52


